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土地改良事業等請負工事機械経費算定基準について 

 
                          昭和 58 年 2 月 28 日 58 構改 D第 147 号 

                             構造改善局長から各地方農政局長あて 

 

                             一部改正   昭和59年２月７日59構改Ｄ第 51号 

                               〃    昭和59年10月８日59構改Ｄ第888号 

                               〃    昭和60年２月７日60構改Ｄ第 53号 

                               〃    昭和60年10月２日60構改Ｄ第924号 

                               〃    昭和61年３月６日61構改Ｄ第169号 

                               〃    昭和61年10月１日61構改Ｄ第952号 

                               〃    昭和62年３月７日62構改Ｄ第212号 

                               〃    昭和63年４月15日63構改Ｄ第334号 

                               〃    平成元年３月７日元構改Ｄ第 67号 

                               〃    平成２年２月22日２構改Ｄ第 55号 

                               〃    平成３年３月29日３構改Ｄ第142号 

                               〃    平成４年２月18日４構改Ｄ第 50号 

                               〃    平成５年２月22日５構改Ｄ第 51号 

                               〃    平成６年２月22日６構改Ｄ第 72号 

                               〃    平成７年２月23日７構改Ｄ第 74号 

                               〃    平成８年２月27日８構改Ｄ第 96号 

                               〃    平成９年３月14日９構改Ｄ第117号 

                               〃    平成10年３月19日10構改Ｄ第140号 

                               〃    平成11年３月19日11構改Ｄ第204号 

                               〃    平成12年３月29日12構改Ｄ第226号 

                               〃    平成13年３月22日12農振 第1682号 

                               〃    平成14年３月29日13農振 第3732号 

                               〃    平成15年３月28日14農振 第2597号 

                               〃    平成16年３月30日15農振 第2817号 

                               〃    平成18年３月30日17農振 第2145号 

                               〃    平成19年３月30日18農振 第2170号 

                               〃    平成20年３月31日19農振 第2150号 

                               〃    平成22年３月31日21農振 第2419号 

〃    平成24年３月30日23農振 第2534号 

〃    平成26年３月24日25農振 第2166号 

〃    平成27年３月30日26農振 第2111号 

〃    平成28年３月29日27農振 第2229号 

〃    平成30年３月29日29農振 第2154号 

                               〃    平成31年３月28日30農振 第3873号 

                               〃    令和２年４月１日元農振 第3395号 

                               〃    令和３年３月19日２農振 第3047号 

 土地改良事業等機械経費積算要領(昭和 49 年３月 12 日付け 49 構改Ｄ第 169 号)、ダム工事用仮設備機械等損料算定基

準(昭和 49 年３月 12 日付け 49 構改Ｄ第 167 号)及び土地改良事業等機械施工標準歩掛算定表(昭和 47 年２月 19 日付け

47 構改Ｄ第 65 号)を整理統合した｢土地改良事業等請負工事標準機械経費算定基準｣を別添のとおり定め、昭和 58 年４月

１日以降の契約に係る工事から適用することとしたので遺憾のないようにされたい。 

なお、｢土地改良事業等機械経費積算要領について｣(昭和 49 年３月 12 日付け 49 構改Ｄ第 169 号)及び｢ダム工事用仮設

備機械等損料算定基準について｣(昭和 49 年３月 12 日付け 49 構改Ｄ第 167 号)は昭和 58 年３月 31 日限りで廃止する。 

〔編注１〕本趣旨は農村振興局長から北海道開発局長、沖縄総合事務局長、緑資源機構理事長あて参考送付されている。 

〔編注２〕「機械経費の賃料算定基準について」(平成４年２月 18日付け４－19構造改善局長通知)は平成 13年３月 22日付

け12農振第1682号の一部改正により、本基準に統合されたことから平成13年３月31日限りで廃止されている。
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土地改良事業等請負工事機械経費算定基準 

 

(目 的) 

第１．この基準は土地改良事業等請負工事積算基準(平成５年２月 22 日付け５構改Ｄ第 49 号構造改善局長通知（以下、

「積算基準」という。)第４条の３に基づく機械経費について必要な事項を定めることにより請負工事の工事価格

の算定を適正にすることを目的とする。 

 

(用語の定義) 

第２．この基準において、次に掲げる用語の定義は、それぞれ各号に定めるところによる。 

一 基 礎 価 格      ：国内における標準仕様による機械の実勢取引価格をいう。(輸入機械を含む。) 

二 標準使用年数：機械の購入から売却あるいは処分までの使用期間をいう。 

三 運 転 時 間      ：機械が目的の作業を行う時間、作業のための自走による移動時間、作業待ち等によるエンジン

の空転時間、その他作業に関連する時間(一つの工程における作業サイクルの中のわずかなエン

ジン停止時間及びこれに準ずる時間を含む。)をいう。 

四 運 転 日 数      ：運転時間の多少にかかわらず、機械が運転される日を通算した日数をいう。 

五 供 用 日 数      ：機械が工事現場に供用される日数(機械を工事現場に搬入･搬出するために必要な日数も含む。)

をいう。 

六 年間標準運転時間(年間標準運転日数又は年間標準供用日数)： 

機械ごとに実績又は推定により定められる年間の標準的な運転時間数(運転日数又は供用日数)

をいう。 

 七 維 持 修 理 費      ：機械の効用を維持するために必要な整備及び修理(改造を除く。)の費用で、運転費以外のもの

をいう。 

八 維持修理費率      ：機械の使用期間中に必要となる維持修理費総額の基礎価格に対する割合をいう。 

  九 管 理 費      ：機械の保有に伴い必要となる公租公課、保険料、格納保管（これに要する要員を含む）等の経

費をいう。 

十 年間管理費率：年間に必要な管理費の基礎価格に対する割合をいう。 

十一 償 却 費      ：機械の使用又は経年による価値の減価額をいう。 

十二 償 却 費 率      ：使用期間中の償却費総額の基礎価格に対する割合をいう。 

十三  消 耗 部 品 費      ：作業の目的物と直接接触し損耗する部品のうち、消耗度と操業度との相関が極めて高く、かつ、

取替修理に特別な技能を要しない部品の費用をいう。 

十四 予 備 用 機 械      ：故障又は事故の発生に備え、法令の規定又は契約の定めにより工事現場に存置する予備の機械

をいう。 

十五 標準使用運転時間：ダム本体工事に使用する仮設備機械及びポンプ類(以下、｢ダム用機械｣という。)の使用期間

中における標準的な通算運転時間をいう。 

十六 標準使用運転日数：ダム用機械の使用期間中における標準的な通算運転日数をいう。 

十七 標準使用供用日数：ダム用機械の使用期間中における標準的な通算供用日数をいう。 

十八 現 場 修 理 費      ：ダム用機械の工事現場における維持修理費をいう。(他の工事現場への転用に伴い必要となる費

用を除く。) 

十九  現場修理費率：ダム用機械の使用年数期間中に必要となる現場修理総額の基礎価格に対する割合をいう。 

二十 整備修理費率：ダム用機械の使用年数期間中における工事現場での故障の修理や運転機能を維持するための整

備からなる現場修理費及び他の工事現場への転用に伴い必要となる維持修理費の総額の基礎価

格に対する割合をいう。 

二十一 低騒音型機械：国土交通大臣が別に定める低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定（以下「指定に関

する規定」という。）に基づき低騒音型建設機械として指定された建設機械をいう。 

二十二 低振動型機械：指定に関する規定に基づき低振動型建設機械として指定された建設機械をいう。 

二十三 排出ガス対策型建設機械：国土交通大臣官房技術審議官が別に定める排出ガス対策型建設機械指定要領に基づき

排出ガス対策型建設機械として指定された建設機械及び特定特殊自動車排出ガスの

規制等に関する法律（平成 17 年法律第 51 号）第 10 条の４の規定に基づく公示をし

た型式の特定特殊自動車若しくは道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 75 条

の規定に基づく指定を受けた型式の自動車をいう。 

二十四 市 場 価 格：賃貸機械の実勢取引価格をいう。 



土地改良事業等請負工事機械経費算定基準 

3 

 

(機械経費の構成) 

第３．機械経費の構成は次のとおりとする。 

                     償却費 

           機械損料       維持修理費 

                     管理費 

 機械経費                   

                     燃料費、油脂費及び電力料 

                     運転労務費 

                     消耗部品費 

                     雑品費 

  

(機械損料の積算) 

第４．別表第１土地改良事業等一般機械損料算定表に掲げる機械(以下、｢一般機械｣という。)、別表第２土地改良事業等

船舶損料算定表に掲げる機械(以下、｢船舶｣という。)及び別表第３土地改良事業等農用地整備用機械損料算定表に

掲げる機械(以下、｢農用地整備用機械｣という。)の機械損料は、償却費、維持修理費及び管理費について、次の１

号及び２号の(イ)(ロ)の算式により求めた運転１時間(運転時間の測定が困難な機械又は機械損料の計算を運転日

単位で行うことが適当な機械(以下、｢運転日単位の機械｣という。)については、運転１日。以下同じ。)当たり損料

に運転時間数(運転日単位の機械については、運転日数。以下同じ。)を乗じて得た額と、次の１号及び２号の(ハ)(ニ)

の算式により求めた供用１日当たり損料に供用日数を乗じて得た額とを合計して算定するものとする。 

ただし、予備用機械については、次の１号及び２号の(ハ)(ニ)の算式により求めた供用１日当たり損料に供用日

数を乗じて得た額とする。 

一 一般機械及び農用地整備用機械 

   (イ)運転１時間(又は運転１日)当たり損料 

      = 基礎価格×運転１時間(又は運転１日)当たり損料率 

   (ロ)運転１時間(又は運転１日)当たり損料率 

      = 
標準使用年数は運転日数）年間標準運転時間（又

率償却費率＋維持修理費１／２




 

   (ハ)供用１日当たり損料=基礎価格×供用１日当たり損料率 

   (ニ)供用１日当たり損料率 

      =  
 

        なお、機械が年間標準運転時間、年間標準運転日数、年間標準供用日数で運転及び供用する場合の一般

機械及び農用地整備用機械の機械損料は、次の算定により求めた運転１時間(又は運転１日)当たり換算

値の損料に運転時間数(又は運転日数)を乗じて得た額とする。 

   (ホ)運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料 

      = 基礎価格×運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料率 

   (へ)運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料率 

      = 
標準使用年数は運転日数）年間標準運転時間（又

標準使用年数率＋年間管理費率償却費率＋維持修理費




   

  (ト)供用１日当たり換算値の損料 

       = 基礎価格×供用１日当たり換算値の損料率 

   (チ)供用１日当たり換算値の損料率 

       =  

 

 

 

  

運転経費 

償却費率＋維持修理費率＋年間管理費率×標準使用年数 

年間標準供用日数×標準使用年数 

１／２×償却費率＋年間管理費率×標準使用年数 

年間標準供用日数×標準使用年数 
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二 船舶 

   (イ)運転１時間(又は運転１日)当たり損料 

      = 基礎価格×運転１時間(又は運転１日)当たり損料率 

   (ロ)運転１時間(又は運転１日)当たり損料率 

      = 
標準使用年数は運転日数）年間標準運転時間（又

費率）（償却費率＋維持修理１／２


    

 (ハ)供用１日当たり損料=基礎価格×供用１日当たり損料率 

   (ニ)供用１日当たり損料率 

      = 
標準使用年数年間標準供用日数

標準使用年数費率）＋年間管理費率（償却費率＋維持修理１／２


    

        なお、機械が年間標準運転時間、年間標準運転日数、年間標準供用日数で運転及び供用する場合の船舶

の機械損料は、次の算式により求めた運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料に運転時間数(又

は運転日数)を乗じて得た額とする。 

   (ホ)運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料 

      = 基礎価格×運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料率 

   (へ)運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料率 

      = 
標準使用年数は運転日数）年間標準運転時間（又

標準使用年数率＋年間管理費率償却費率＋維持修理費


  

 (ト)供用１日当たり換算値の損料 

       = 基礎価格×供用１日当たり換算値の損料率 

   (チ)供用１日当たり換算値の損料率 

       =  

２． 一般機械、船舶及び農用地整備用機械のうち、運転日数の測定が困難な機械又は機械損料の計算を供用日単位で

行うことが適当な機械(以下、｢供用日単位の機械｣という。)の機械損料は、前項の規定にかかわらず、次の算式に

より求めた供用１日当たり損料に供用日数を乗じて得た額とする。   

   (イ)供用１日当たり損料=基礎価格×供用１日当たり損料率 

   (ロ)供用１日当たり損料率 

      = 

３．  一般機械、船舶及び農用地整備用機械のうち、国が工事の請負人に無償で貸与する機械(当該機械の係る全ての

維持修理を請負人の負担において実施する場合)の機械損料は、前記１～２項の規定にかかわらず、次の(イ)の算式

により求めた運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり維持修理費(過去の実績又は推定により求めた運転１時間

(運転１日又は供用１日)当たり維持修理費)に運転時間数(運転日数又は供用日数)を乗じて得た額と、次の(ロ)(ハ)

の算式により求めた供用１日当たり機械管理費に供用日数を乗じて得た額とを合計して算定するものとする。 

ただし、予備用機械については、次の(ロ)(ハ)の算式により求めた供用１日当たり機械管理費に供用日数を乗じ

て得た額とする。 

   (イ)運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり維持修理費 

      = 基礎価格×運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり維持修理費率 

   (ロ)供用１日当たり機械管理費=基礎価格×供用１日当たり管理費率 

   (ハ)供用１日当たり管理費率 

      = 
360

年間管理費率
     

４． 前記１～３項に掲げる算式中の償却費率は、１から残存率を減じて得た数値とし、基礎価格、標準使用年数、年

間標準運転時間、年間標準運転日数、年間標準供用日数、維持修理費率及び年間管理費率(以下、｢損料諸数値｣とい

う。)は、別表第１｢土地改良事業等一般機械損料算定表｣、別表第２｢土地改良事業等船舶損料算定表｣及び別表第３

｢土地改良事業等農用地整備用機械損料算定表｣に掲げるところによる。 

ただし、一般機械、船舶及び農用地整備用機械を国が無償で貸与する機械に係る年間管理費率は、別表第５に掲

げるところによる。 

 

５．  別表第４土地改良事業等ダム工事用仮設備機械等損料算定表に掲げる機械(以下、「ダム用機械」という。)の機

械損料は、償却費、整備修理費及び管理費について、次の(イ)(ロ)の算式により求めた運転１時間(又は運転１日)

償却費率＋維持修理費率＋年間管理費率×標準使用年数 

年間標準供用日数×標準使用年数 

償却費率＋維持修理費率＋年間管理費率×標準使用年数 

年間標準供用日数×標準使用年数 
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当たり損料に運転時間数(又は運転日数)を乗じて得た額と次の(ハ)(ニ)の算式により求めた供用１日当たり損料に

供用日数を乗じて得た額とを合計して算定する。 

ただし、予備用機械については、(ハ)(ニ)の算式により求めた供用１日当たり損料に供用日数を乗じて得た額と

する。 

   (イ)運転１時間(又は運転１日)当たり損料 

      = 基礎価格×運転１時間(又は運転１日)当たり損料率 

   (ロ)運転１時間(又は運転１日)当たり損料率 

      = 
は運転日数）標準使用運転時間（又

率償却費率＋整備修理費１／２
   

   (ハ)供用１日当たり損料=基礎価格×供用１日当たり損料率 

   (ニ)供用１日当たり損料率 

      = 
標準使用供用日数

標準使用年数率償却費率＋年間管理費１／２
　


   

        なお、ダム用機械が標準使用運転時間、標準使用運転日数、標準使用供用日数で運転及び供用する場合

の機械損料は次の算定により求めた運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料に運転時間数(又は

運転日数)を乗じて得た額とする。 

   (ホ)運転１時間(又は運転１日)当たり換算値損料 

      = 基礎価格×運転１時間(又は運転１日)当たり損料率 

   (ヘ)運転１時間(又は運転１日)当たり換算値の損料率 

      = 
は運転日数）標準使用運転時間（又

標準使用年数率＋年間管理費率償却費率＋整備修理費 
  

 (ト)供用１日当たり換算値の損料 

       = 基礎価格×供用１日当たり換算値の損料率 

   (チ)供用１日当たり換算値の損料率 

       = 
標準使用供用日数

標準使用年数率＋年間管理費率償却費率＋整備修理費 
  

６． ダム用機械のうち、供用日単位の機械の機械損料は、前記５項の規定にかかわらず、次の算式により求めた供用

１日当たり損料に供用日数を乗じて得た額とする。 

   (イ)供用１日当たり損料=基礎価格×供用１日当たり損料率 

   (ロ)供用１日当たり損料率 

      = 
標準使用供用日数

標準使用年数率＋年間管理費率償却費率＋整備修理費 
   

７．  ダム用機械のうち、国が工事の請負人に無償で貸与する機械(当該機械に係るすべての現場修理費を請負人の負

担において実施する場合)の機械損料は、前記５、６項の規定にかかわらず、次の(イ)(ロ)の算式により求めた運転

１時間(運転１日又は供用１日)当たり現場修理費に運転時間数(運転日数又は供用日数)を乗じて得た額と、次の

(ハ)(ニ)の算式により求めた供用１日当たり機械管理費に供用日数を乗じて得た額とを合計して算定するものとす

る。  

ただし、予備用機械については、(ハ)(ニ)の算式により求めた供用１日当たり機械管理費に供用日数を乗じて得

た額とする。 

(イ)運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり現場修理費 

      = 基礎価格×運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり現場修理費率 

   (ロ)運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり現場修理費率  

      =     

   (ハ)供用１日当たり機械管理費=基礎価格×供用１日当たり管理費率   

   (ニ)供用１日当たり管理費率 

      = 
360

年間管理費率
      

８． 前記第５、６、７項に掲げるダム用機械の機械損料の算式中の償却費率は１から残存率を減じて得た数値とし、

基礎価格、標準使用年数、標準使用運転時間、標準使用運転日数、標準使用供用日数、整備修理費率及び年間管理

費率(以下、「損料諸数値」という。)は、別表第4｢土地改良事業等ダム工事用仮設備機械等損料算定表｣に定めると

現場修理費率 

標準使用運転時間（運転日数又は供用日数） 
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ころによる。 

ただし、ダム用機械を国が無償で貸与する機械に係る現場修理費率、年間管理費率は過去の実績等により適正に

定めるものとする。 

９． 前記第１項から第８項の維持修理費及び現場修理費以外で機械が作業の目的物と直接接触して損耗する部分品等

のうち、消耗度と操業度との相関が極めて高く、かつ取替修理に特別な技能を要しない消耗部品等を基礎価格又は

運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり損料に加算して求めることが適当な機械については別表第１から別表第

４を参考として積算するものとする。 

ただし、第７運転経費で算定される消耗部品費は除くものとする。 

 

(機械損料の補正) 

第５．一般機械、船舶及び農用地整備用機械のうち、次の各号に掲げる機械の運転１時間(又は運転１日)又は供用１日当

たり損料は、第４の規定にかかわらず第４第１、２、９項に掲げる算式により求めた運転１時間(又は運転１日)当

たり損料又は供用１日当たり損料に当該各号に定める割合を乗じて得た額を超えない範囲内で補正することができ

る。 

ただし、第１号に該当する場合で、機械の輸送費の算定の基礎となる機械の所在場所が、豪雪地帯対策特別措置

法(昭和37年法律第73号)第2条第１項の規定により指定された地域(以下、｢豪雪地域｣という。)以外の地域である機

械の供用１日当たり損料又は第３号若しくは第４号に該当する場合で、二交替制又は三交替制による作業(これらに

準ずる作業を含む。以下、｢交替制作業｣という。)に使用することが通常の状態である機械の運転１日当たり損料又

は供用１日当たり損料については、この限りではない。 

一 豪雪地域において使用する機械(作業船を除く。)の供用１日当たり損料 

   100分の110(北海道地域については、100分の115) 

二 岩石作業に使用するブルドーザ(リッパ装置付ブルドーザを除く。)、ショベル系掘削機、トラクタショベル及び

ダンプトラック(建設専用ダンプトラックを除く。)の運転1時間当たり損料 

   100分の125 

三 運転日単位の機械で、交替制作業に使用するものの運転１日当たり損料 

   100分の150(三交替制の作業については100分の200) 

四 供用日単位の機械で、交替制作業に使用するものの供用１日当たり損料 

   100分の125(三交替制の作業については100分の150)  

２． ダム用機械の機械損料の補正は、次の各号によるものとする。 

一 第４第５項の場合において、当該ダム用機械の供用日数が次の算式により算定した基準日数を超えるときは、当

該超える日数に相当する供用日数を機械損料の算定の対象としないことができる。 

   基準日数 = 
は運転日数）標準使用運転時間（又

２標準使用供用日数時間（又は運転日数）当該工事における運転 
 

二 第４第６項の適用を受けるダム用機械の供用日数が当該ダム機械と直接接続して用いられる他のダム用機械で前

項による補正が行われたものの補正後の供用日数を超える場合においては、当該ダム用機械につき、当該超える部

分の供用日数を機械損料の対象としないことができる。 

３． 特殊な仕様又は現場条件に応じて設計製作された機械のうち、他の工事に転用することが困難であり又は転用に

当たって過分な費用がかかると認められる機械については、償却費に相当する部分につき、実情に応じて適正に補

正することができる。 

 

(別表第１から別表第4に掲げる機械以外の機械の損料諸数値) 

第６．別表第１から別表第４に掲げる機械以外の機械の損料諸数値(年間管理費率を除く。)は、それぞれ同表に掲げる同

種、同型式又は類似の機械の損料諸数値を参しゃくし、適正に定めるものとする。 

 

(運転経費の積算) 

第７．運転経費に係る各費目の積算は、原則として次の号に定めるところによるものとする。 

一 燃料費は次により算定する。 

   (イ)燃料費 

      = 燃料単価×運転１時間当たり燃料消費量×運転時間数 

(ロ)運転１時間当たり燃料消費量 

      = 別表第１から別表第４の機関出力(以下同じ。)×運転１時間当たり燃料消費率 
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        なお、運転１時間当たり燃料消費量は、有効数字の第３位を四捨五入し、有効数字２桁として表す。た

だし、整数３桁以上は、整数として表す。   

   (ハ)運転１時間当たり燃料消費率は別表第６を標準とする。 

        なお、燃料消費率には油脂費が含まれている。 

二 電力料は電気事業者が定める電力供給約款をもとに、次の算式により求めた額とする。 

      電力料＝従量電力料単価×使用電力量 

      使用電力量＝負荷設備容量×負荷率×作業時間率×運転時間数 

      負 荷 率：定格（又は最高）出力に対する平均出力の割合 

      作業時間率：運転時間数に対する実作業時間の割合   

三 油脂費とは、ガソリン･ディーゼルエンジンのエンジンオイル、ギアオイル、グリース、車輌油及びウエース等

の費用である。 

２．運転労務費は、機械を運転(又は操作)する労務者の費用とし次により算定する。 

      運転労務費=労務単価×機械運転１時間当たり労務歩掛×運転時間 

一 労務単価 

    職種別労務単価は１日８時間労働に対する賃金とする。なお、特殊作業等がある場合はその割増を考慮する。 

      運転手(特殊、一般)、運転助手及び特殊作業員(円/人) 

         Ｋ                       ８ 

         ８                     Ｈ０＋Ｈ１ 

Ｋ  ：職種別基本給日額(円/人) 

Ｒ  ：職種別基本給日額構成比率 

   ：基本給日額対象時間(時間)  

Ｈ１ ：超勤作業時間(時間) 

Ｈ２ ：深夜割増対象作業時間(時間) 

   

二 機械運転１時間当たり労務歩掛 

    機械運転１時間当たり労務歩掛は、次により算定する。 

    １) 運転手（特殊、一般）を計上する機械の労務歩掛 

     運転１時間当たり運転手歩掛（人／時間） = １／Ｔ 

      (注) Ｔは４～７時間について適用するものとし、Ｔが４時間未満の場合は４を、７時間を越える場合は７

を使用する。 

      ① 時間単位の機械 

        Ｔ =  
年間標準運転日数

年間標準運転時間
 

      ② 日単位の機械 

        Ｔ = 各歩掛等に示す運転１日当たり運転時間    

    ２) 特殊作業員を計上する機械の労務歩掛 

     運転１時間当たり労務歩掛 = １／Ｔ 

      (注) Ｔは、運転日当たり運転時間で各歩掛等に示す時間である。 

３． 消耗部品費は、第４第９項の基礎価格又は運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり損料に加算した消耗部品費

以外の消耗部品で、次の算式により算定する。 

      消耗部品費=運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり損耗及び補修費 

              ×運転時間数（運転日数又は供用日数） 

なお、運転１時間(運転１日又は供用１日)当たり損耗及び補修費は別表第７によるほか、別表第１から別表

第４及び実績又は資料により算定することができる。 

 

(賃貸機械) 

第８．機械経費の全部又は一部について賃料により積算することが適当であると判断される機械にあっては、次式により 

算定することができる。 

１ トラッククレーン及びラフテレーンクレーン  賃料＝市場価格×運転日数 

２ クローラクレーン              賃料＝市場価格×月数（又は供用日数） 

３ 上記以外   賃料＝市場価格×供用日数 

 

=    × Ｈ０＋Ｒ×（Ｈ１×1.25＋Ｈ２×0.25） × 

Ｈ０ 
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(換算値損料13欄及び15欄を使用する場合) 

第９．機械の稼働状態が標準と認められる場合は、13欄及び15欄の換算値損料を使用できるものとする。 

 

(供用日当たり運転時間の補正) 

第10．機械の供用日当たり運転時間が損料算定表の値と著しく相違すると認められる工事においては、標準の供用日当た

り運転時間の補正を行う。 

 供用日当たり運転時間が損料算定表の値と著しく相違する場合とは 

      1.2 0.8 　　＞　　
ｔ

ｔ
又は　　　　＜　　

ｔ

ｔ

００

 

の場合である。なお、tは当該工事の供用日当たり運転時間、ｔ０は損料表の供用日当たり運転時間で次のとおり

算出される。 

       当該工事の運転時間   年間標準運転時間 

当該工事の供用日数   年間標準供用日数 

    

ｔ＝ ｔ０＝




